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ドイツにおける住居賃貸借法の近時の動向   

一賃借権の存続保護を中心として℡  

藤井 俊ニ   

一．はじめに  

ドイツでは、国民の約60％が賃貸住宅に居住しているといわれ、さらに賃貸人の数も数  

100万人になるといわれる（1）。したがって、ドイツでは借家法制が我が国におけるより  

も大きな意味を有している。そのドイツにおいては、1980年代の前半においては世帯数  

よりも住居戸数のほうが上回っていたのに、1989年頃より住居戸数が下回るようになっ  

てしまった。しかも、その差は近時ますます大きくなってきており、まさに住宅難の状態に  

あるといってよい。その原因は、東欧からの移住者の増加もあるが、根本的な原因は、住宅  

建設の減退、特に賃貸住宅建築の減少にあるといわれる（2）。このような状況の下で、ドイ  

ツ政府は、ドイツ再統一後の1992年に学識経験者と実務精通者からなる住宅政策専門委  

員会が設置された。この委員会は「総合的な分析に基づいて、住宅政策上の効率的な手段を  

提案する」という諮問を受けたものであった。そこで、委員会は、時代の適合性、経済的効  

率性、社会的的確さ、柔軟性および公正という観点からその手段を審議し、提案を行った（3）。  

その幸艮告賓は、1994年10月に「試験台上の住宅政策WohmlngSPOlitikatlfdellPrtifsland」  

として公表された。   

その後、この報告を受けて、キリスト教民主CDU。社会同盟CSUと自民党FDPの連立政権  

は1994年11月の「賃貸借法および家賃補給金法の簡素化に関する合意」に基づいて、  

立法の準備作業をすべく、連邦。州作業グル←プを召集た。このグループの最終報告書「賃  

貸借法の簡素化MietrechlsvereillfachuIlg」が、1996年12月27日に公表された0この  

事陪書では、民法典と賃料に関する特別諸法に分化し、数度の改正によって複雑かつ体系性  

を欠くものとなった賃貸借法を民法典の中で統一一一＝【」的。体系的に規制して、簡素化する提案を  

行うものである。   

本稿は、1994年と1996年の報告書の中より、近時の我が国で問起となっているい  

わゆる「定期借家権」と強く関連する住居賃貸借Wolmraummieteの存続保護に関する提案を  

紹介し、我が国における借家権の存続保護に関する議論の一助としたいと考えるものである。  

二．ドイツにおける借家法制の変遷の概観  

1．1900年の民法典における賃貸借   
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ドイツの借家法制の基本は、我が国と同様に、民法典BGB（1900年1月1日施行）の  

賃貸借Mieteに関する規定を中心とする。しかもいずれの民法典の規定も契約自由を前提と  

している点でも共通するものがある。しかし、我が民法では、「売買は、賃貸借を破るKallr  

brichtMiete」の原則を採用したために、明治の末期に「地震売買」を招来してしまった。ド  

イツ民法典の立法者は賃貸借法Mielrechtの社会政策的意義を過小評価していたとされるのも  

かかわらず（4）、「売買は賃貸借を破らずKa11fbricht11ichtMiete」（独民法第571条）の原  

則と採用しており、地震売買は回避されている点では、少なくとも我が国の民法よりも社会  

政策的であった（5）。しかしながら、貸借権の存続保護については、何らの手当がなされて  

いないことでは、我が国と同様であった。   

2．第1次世界大戦による借家人保護立法の開始   

ドイツにおける借家人保護法制は、第1次世界大戦中の戦時立法である1917年の「賃  

借人保護令Mielerschutzordnullg」に始まる。ドイツでは、1890年からの統計では、1％  

～5％の間で住宅供給過剰の状態にあったが（6）、第1次世界大戦中に、住宅建設は戦前の  

水準の25％にまで落ち込んだ。とのような住宅不足を利用して、家主層は、賃料の増額を  

賃借人に迫るために、解約告知をするようになった（7）。そこで、1917年の「賃借人保  

護令」は、賃借人を解約告知から保護し（解約告知保護Kiilldigungsschutz＝存続保護  

BeslandschltZ）、同時に賃料の増額を規制しようとするものであった。この戦時立法は、第  

1次世界大戦後も、賃借権の存続を保護する「賃借人保護法MieterschtltZgeSetZ」と「ライヒ  

賃料法ReichsmietellgeSetZ」に引き継がれ、第2次世界大柳こ至るのである。第1次世界大戦  

中およびその後の立法の推移に関しては、鈴木禄弥教授の優れた研究があるので（8）、本稿  

では特に詳しくは触れないこととする。   

3．第2次世界大戦後の借家法制の変遷   

第2次世界大戦後のドイツでは、保守政権と革新政権が交替する度に借家法制は大きく動  

揺した。   

ア 敗戦直後の借家法制   

第2次世界大戦の敗戦直後のドイツの各都市は、空襲による壊滅的打撃から回復しておら  

ず、極度の住宅難に陥っていた。したがって、当然のことながら戦前からの住宅統制経済  

Wohn11ngSZWangSWirtschaftカミ維持されることとなった。しかし、民間資本による賃貸住宅の  

新築を促進するために1950年の「第1次住居建設法DasErsteWolull111gSbaugesetzv．  

24．4．1950（BGBl．Ⅰ83）」が制定され、新築住宅に関しては、賃料規制を適用除外とし、当事  

者間で市場賃料による合意を認め、さらに同年改正された賃借人保護法の規定によって解約  

告知保護も適用されないこととなった。これらの措置は、住宅経済の分野にも社会的経済  

sozialeMarktwirtschaRの原則を適用しようとするものであった（9）。賃借人保護の緩和の始ま  

りであったが、なお既存の借家関係には、解約告知保護と賃料規制が行われていた。   

イ 1950～60年代の借家人保護の緩和   
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1950年代にはいると、ドイツにおける戦後復興は順調に進み、住宅建設は、ブームと  

いえるほどに盛んになった（10）。そこで、まず、1952年に「事業用空間賃貸借法  

Gesch摘sraummielellgeSetZV．25．6．1952」が制定され、事業用空間、すなわち事業の用に供さ  

れない空間の賃貸借関係を賃借人保護から除外する旨を定めたのであった（事業用空間賃貸  

借法5条）。この法律によって、事業用空間賃貸借関係は、契約自由の原則が支配するとこ  

ろとなった（11）。その後、民法典では、住居賃貸借Wohl∫aummieleには存続保護を規定し、  

事業用空間の賃貸借には民法の賃貸借の一般規定を適用するようになった（12）。ドイツの借  

家法制の特徴である、賃借権の存続保護と賃料規制のある住居賃貸借法と契約自由の支配す  

る事業用空間賃貸借法の二つの法体系への分化の起点は、この法律にあったのである。   

さらに、1960年には「住宅統制経済の廃止並びに社会的賃借権及び社会的居住権に関  

する法律GesetztiberdellAbbauderWohnungszwangswirtscha負ulldeinsozialesMieter－und  

WohllreChtv．23．6．1960」が制定され、1965年末までに住宅統制経済を廃止することとし  
た（13）。その理由は、住宅建設が順調に進み、住宅難が解消されることによって、賃借人保  

護が必要なくなるということであって、住宅建設を促進するためではなかったことに注意し  

なければならない。   

この法律は、賃料法の廃止による賃料規制の撤廃と貸借人保護法の廃止による賃貸人の解  

約告知の自由を回復することになった。ただし、民法典の改正によって、賃貸人と賃借人の  

利益の調整策として、つぎのような社会的条項SozialklatlSelが設けられた（14）。解約告知が、  

賃借人にとって賃貸人の特別な利益を評価しても正当化され得ない苛酷となる場合には、賃  

借人は解約告知に対し異議を述べ、賃貸借関係の延長を請求することができる（独民法第5  

56条a）。ところが、賃料増額に関する規制を欠いていたことが、後に述べるように重大  

な結果をもたらした。   

ウ 1970年代の借家人保護の復活   

借家人保護法制の緩和は、1960年代未に賃料の高騰、さらに賃料の高額な値上げを目  

論んだ解約告知（変更告知ÅnderullgSktilldigung）の増加という結果をもたらした。その要因  

には、国民所得の上昇、建築費の高騰と外国人労働者の流入による人口の異常な増加等があ  

げられている。このしわ寄せを低家賃で老朽家屋に居住する低所得の老人達が受けた。賃貸  

人達は、老人との賃貸借契約を解約した後、高い賃料で外国人労働者に賃貸しようとしたの  

である（15）。筆者がベルリンに1年間居住したときに、一時期、トルコ人が多数居住する街  

のアパートを賃借したが、築後100年という非常な老朽家屋であった。当時も同様に、老  

朽家屋を近代的にリノベーションしてから賃貸したとは思えないので、外国人労働者は、劣  

悪な老朽家屋を高い家賃で借りたのであろうと推測している。いずれにせよ、住宅供給が増  

えていたにも拘わらず、社会的弱者である老人が真っ先に犠牲にされたという事実は忘れて  

はならないであろう。  

1969年に社民党SPDと自民党FDPの連立政権が成立したのを機に住居賃貸借法の転換   
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が始まった。1971年に「第1次住居賃貸借解約告知保護法GsetztiberdenKiilldigtlngSSChlltZ  

fiirMietverhAltllissetiberWohll柑IlmV．25，11．1971」が制定され、住居賃借人を解約告知から保  

護すること、すなわち存続保護と賃料増額の規制をすることとなった。 まず、賃貸人の解  

約告知の自由を制限して、賃貸人は、正当な利益berechligesIl嘘eresseを有しない限り、解約  

告知をすることができないと規定された（第1次住居賃貸借解約告知保護法第1款第1条）。  

正当な利益がある場合として、（D賃借人が軽微ではない契約義務違反をした場合、②賃貸人  

自身もしくはその世帯構成員が賃貸住居の使用を必要とする場合（自己必要Eigellbedarf）、  

③賃貸借関係の継続によって不動産の適切な経済的利用が妨げられる場合が列挙された。   

同時に、賃料増額を目的とする解約告知が禁止され（第1次住居賃貸借解約告知保護法第  

1款第1条第4項）、それと同時に賃料増額の基準として比準賃料方式Vergleichsmietesystem  

が導入された。この方式では、同一市町村もしくは近隣市町村に存する同種、同等の規模、  

同等の設備、同等の状態にある住居の賃料に比準して、増額請求の額が当該地域において通  

常の額であることを立証しなければ、増額請求をすることができなくなった（第1次住居賃  

貸借解約告知保護法1款3条）。   

当初、この法律は、住宅の需給バランスがとれるまでの一時的措置され、1974年末ま  

での時限立法であった。しかし、その後、明渡訴訟や賃料増額請求訴訟が減少し、賃料水準  

も安定してきたので、この改正は成功であったと評価された。そこで、当時、所有権付住宅  

EigelltumSWOhnullgが過剰供給されて、住宅の空き家が増大していたにも拘わらず、立法者は、  

第2次住居賃貸借解約告知保護法として恒久的な法律にすることになったのである。すなわ  

ち、「住居は人間生活の中心点としてきわめて重要であり、基本法は社会国家Sozialstaatの  

義務として契約に誠実な賃借人を恋意的な解約告知から保護し、住居の喪失から保護するこ  

とを命じている。この解約告知保護は、住宅市場のバランスがとれているか百かに拘わらず  

必要である。」（16）と、その立法理由を述べる。具体的には存続保護に関する規定を民法典  

に吸収し、民法第564条bとして規定した。また、賃料規制に関しては、新たに「賃料額  

規制法Mieth6heregelungsgesetzv．18．12．1974」を制定したのである。   

エ 1980年代における借家人保護法制の再度の緩和   

ところが、1980年代初頭には、住宅需要が高いにも拘わらず、第2次オイルショック  

による経済不況とも相侯って住宅建設活動は停滞したのである。1982年に政権が保守政  

権（キリスト教民主。社会同盟と自民党の連立政権）に移ったこともあって、住居賃貸借法  

にも新たな展開がみられた。「賃貸住居供給増大に関する法律GesetzztlrErh6加ngdes  

AngebotsanMietwohnungenv．20．12．1992」（17）の制定である。この法律は、賃貸住居の供給  

を増やすことを目的として、賃料増額手続きを簡易化するとともに、約定した期間で終了す  

る定期賃貸借の制度を導入した。賃料増額に関しては、比準の要件を簡素化すると同時に標  

準賃料表Mietspiegelを作成し、それを援用することによって賃料増額請求を根拠付けること  

ができるようになった。さらに、傾斜家賃Sta胞1mieteの特約を認めた。   
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新たに導入された「足期賃貸借」（18）は、我が国の借地借家法に平成3年の改正で導入さ  

れた「期限付建物賃貸借」の制度に類似するものであるが、その要件は濫用を防止するため  

に、我が国のものに比して厳格である。すなわち、①存続期間は5年以下でなければならず、  

②賃貸人またはその世帯構成員に自己必要が生じる予定がある場合、または建物の取り壊し  

もしくは改築・大修繕等の建築的措置を行う予定がある場合、③賃貸人が自己必要または建  

築的措置の予定を契約締結時に書面で貸借人に通知していた場合である（独民法第564条  

c第2項1～3号）。ただし、④賃貸人が期間満了の3カ月前に賃借人に対して契約締結時  

に通知した予定（企図）がなお存続していることを通知しなければならない（同条同項4号）。  

賃貸人の責めに帰すべき事由に困らずして、これらの予定が遅延する場合には、賃借人は、  

それに相応する期間について賃貸借関係の延長を請求することができ、この遅延によって賃  

貸借期間が5年を超える場合には、貸借人は期間の定めのない賃貸借として賃貸借関係を継  

続するように請求することができる－したがって、この場合には、賃貸人は正当な利益がな  

ければ解約告知をすることができない一（同項同号2文）。定期賃貸借は、当時、取り壊し  

や大修繕を予定している家主が、一員賃貸すると明渡請求が面倒なので、賃貸可能な家屋を  

空き家のままにしておくことが多くなったので、そのような家屋を賃貸に供するために考案  

されたものである。   

オ 1990年代の存続保護の若干の修正  

1990年には、既存の建物から賃貸居住空間を作出するために、「住居建設緩和法  

Wohnungsba11－ErleichterullgSgeSetZV．17．5．1990．」が、賃貸人が賃貸建物に存する非居住用空間  

Neben∫allm（例えば、屋根裏部屋、地下室、物置部屋等）を賃貸目的の居住空間に改築しよ  

うとする場合には、その空間部分の賃貸借関係だけを解約告知する一部解約告知  

rIbilktindigungをする場合に、菖知が1995年6月1E］前になされたときは、正当な利益が  

あるものとみなされるとして（独民法第564条b第2項4号）、正当な利益の存する場合  

を拡張した。この改正は、実務において有効であると認められたので（19）、1996年に時  

限立法的規定を削除している。   

さらに、賃貸人自身が居住する①2戸以下の住居Wolmung付家屋Wohngeb凱1deに存する住  

居の賃貸借関係または②1990年6月1日から1995年5月31日までに（その後19  

99年5月31日までに延長される）賃貸人自身が居住する家屋の改築または増築によって  

完成した住居の賃貸借関係は、賃貸人に正当な利益がない場合でも、解約告知できるとする  

規定が追加された（独民法第564条b第4項）。   

このように存続保護を緩和する一方で、賃料規制はむしろ賃貸人にきつくなっている側面  

を無視してはならない。すなわち、1982年の賃料額規制法の改正で導入された賃料増額  

制限Kappungsgrenzeは、3年前の賃料額の30％を限度としていたのであるが、1993年  

の「第4次賃貸借法改正法」では、1981年前に完成した住居については1998年8月  

31日までは20％に下げている（賃料額規制法第2条第1項3号）。また比準すべき住居   
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の賃料は、1982iF法では最近3年間の賃料額であったのが、最近4年間とされているの  

である（同法2条1項2号）。したがって、ドイツでも最近の住居賃貸借法の動向を単純に  

借家人保護の緩和とはとらえず、賃貸借法は、飴と鞭、自由と強制のジグザグコースをとっ  

ているといわれる（20）。   

三 1994年の住宅政策専門委員会報告讃「試験台上の住宅政策」   

最初に述べたように、1990年代の住宅不足の状況を受けて、ドイツ連邦政府は、新た  

な住宅供給政策を模索するために、1992年秋に住宅政策専門委員会が設置され、199  

4年10月にその報告書「試験台上の住宅政策」が公表された。   

この報告書は、第1章「住宅市場の特殊性」、第2章「ドイツにおける住宅市場」、第3  

章「住宅政策の可能性」、第4章「建設及び土地政策」、第5章「賃貸借法」、第6章「物  

件に対する助成、家賃補給金、住居割当権」、第7章「金融」、第8章「賃貸住宅及び不動  

産に対する課税」、第9章「自己使用所有住居に対する課税」、第10章「住宅政策の分野  

における連邦、州及び市町村間の役割分担」及び付属資料からなる約450頁の大部なもの  

である。   

本章では、報告書第5車の中か ら賃貸借の存続保護に関する部分を中心に紹介することに  

する。   

1．現行賃貸借法に対する批判と改革のコンセプト   

報告書では、まず、現行の賃貸借法に対する批判を確認し、その後に改革に対するコンセ  

プトを述べ、次いで賃貸借法の具体的な改正案を提案している。   

ア 賃貸借法に対する批判   

報告書では、次のような批判が確認されている。「ドイツにおける住宅供給は、改善され  

るべきである。この目的を達成するための本質的出発点は、社会的住居賃貸借法の存続保護  

から生じる住宅市場に対する法的介入を変更することにある」（報告書T2．5101（以下、単に  

T2．のみで引用する。））。借家人保護による社会的費用の負担をするのは、第一に賃貸人  

であり、長期的にみれば賃借人である。何故ならば、賃貸住宅の供給減少をもたらし、それ  

は賃料高騰という方向で作用を及ぼすからである。借家人保護のための契約自由に対する制  

限はは、基本法14条2項〔所有権は義務を伴う。その行使は、同時に公共の福祉に役立つ  

べきである。〕（21）に基づく憲法上の所有権の社会的義務SozialpnichtigkeitdesEigentllmSか  

ら正当化されるが、賃貸住居需要者に対する供給不足から生じる賃料高騰を正当化はされな  

い（Tえ5105）と批判される。また、住居賃貸借法が度重なる改正によって法律専門家にも  

見通し得ない過剰規制になっていることを指摘する（T2，5106）。さらに、存続保護につい  

ては、賃借住居を自分の物と称することができる「幸福な占有者」にのみ有利に働き、新規  

に必要とする者には、存続保護は適合的ではないとするのである（Tz．5111）。我が国の定  

期借家権論者が行うと同様の批判が存在することが確認される。このように我が国と同様、   
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ドイツにおいてもエコノミストと法律家の間で賃借人保護をめそる論争が行われている。   

典型的な例は、賃貸借法と住居所有権法を専ら議論する学会「パートナーとの対言辞arlller  

imGespr畠ch」において行われた論争である。1994年4月に開催された大会で、連邦経  

済省の事務次官エークホップEekl10ffが賃貸借法の自由化を主張したが（22）、この報告に対  

するドイツの代表的な賃貸借法研究者の一人であるデァレーデァDerleder教授（ブレーメン  

大学）は、この報告に対するコメントで「本報告の多くは、数十年前の国民経済学の初学者  

が教わった仮定モデル（例えば、供給曲線と需要曲線のような）に基づいて組み立てられて  

いる。t主三宅市場の現実的政策にそのような仮定モデルを単純に転用することはできない」と  

批判している（23）。   

イ 改革のコンセプト   

現行の賃貸借法に様々な議論があることを確認した上で、専門委員会は、本報告所での改  

革提案の基本的コンセプトを次のように述べている。   

「賃借人保護のメリットとデメリットは、賃貸借契約の当事者の対立する利益に限定され  

ない目標衝突をもたらす。そのメリットは、現存の契約関係の安定性をより大きくするとい  

う点で、賃借人の利益となる。しかし、賃料、供給行動、投資に対しては問題の生じる結果  

をもたらす。この衝突を解決する場合の根本的問題は、単なる量的視点から、賃借人保護に  

対するイエス・ノー（JaoderNein）では答えられないことである」（Tz．5201）。賃借人保  

護に対する評価に関する論争については、「最良の貸借人保護は、継続的に豊富な住宅供給  

にあるということは、■■■■一般的には確かに適切である。しかし、特に貸借人の問題のある層に  

は、このことが大きな蓋然性をもって当てはまらない。自由な住宅市場が契約上、解約菖知  

保護の特約を備えた契約で十分な供給を導くか否かについても、意見の対立がある」  

（Tz．5202）。このように評価が分裂しているので、専門委員会は、解約告知保護、すなわ  

ち存続保護を所与のものとして、ラジカルな変更の提案は受け入れないこととされた。結局、  

現行法の賃借人保護のやりすぎを除去し、賃借人の利益のために修正することになったので  

ある（Tz．5203）。   

2．改正に関する具体的な提案   

本報告書では、各条文について具体的な提案を行っている。次にその主要なものを紹介す  

ることにする。   

ア．期間の定めのない住居賃貸借関係の正当な利益による存続保護   

a．30年以上存続する賃貸借関係について（Tz．5401）   

期間の定めのない賃貸借関係について、現行の独民法第564条b第1項は、「賃貸人は、  

賃貸借関係の終了について正当な利益を有する場合にだけ、第4項の規定を遵守して、住居  

賃貸借関係を解約告知することができる」と定める。正当な利益による存続保護は、契約に  

誠実な賃借人を相当な理由がない解約告知及びそれから生じる住居の喪失から保護すること  

にある。その結果、賃貸人に正当な利益が生じない限り、賃借人は、終身の継続的居住権   
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Dauerwoh11reChtを獲得することになる。さらに、その配偶者や家族構成員は、賃借人死亡の  

場合には、貸借権を承継するから（独民法第569条a）、賃貸借関係は予見し得ない期間  

継続することになる。   

ドイツ民法典の立法者は、長期間の世襲賃貸借Erbmiete発生の問題を予見していた。なぜ  

なら、プロイセンー般ラント法（1794年）は、永久に解約告知権を排除する賃貸借関係  

を認めていたからである。立法者達は、このような合意によって世襲賃貸借が導入されるこ  

とをおそれ、国民経済的理由から賃貸借の時間的制限を絶対的に必要なものとみなしていた  

のである（MotivezudemEntwllrfeinesBGB，1888，Bd．2．，S．413）。そこで、独民法第567条  

は、「賃貸借契約が30年より長い期間で締結された場合には、30年が経過した後は、両  

当事者は、法定の解約告知期間を遵守して賃貸借関係の解約を告知することができる。ただ  

し、当事者の一方の終身を期間とした場合には、その限りではない。」 と定めた。   

ところが、正当な利益による賃貸借の存続保護によって、賃貸借関係は30年以上存続す  

る可能性がある。これは、賃貸借期間の定めがある場合も同様である。期間の定めのある場  

合にも、賃貸人に正当な利益がない限り、賃借人は、賃貸借の継続を請求することができる  

からである（独民法564条cl項）。したがって、独民法第567条を淀めた立法者の目  

的は、達成されないことになる。そこで、専門委員会は次のような提案を行う。  

提案：  

民法第564条b第1項に、第2文を追加して次のように改正する：  

「賃貸借関係が30年以上存続している場合には、前文の規定を適用しない。」   

ただし、この規定は、30年経過後に賃貸借関係が直ちに終了するということを前提とは  

しない。終了が賃借人にとって苛酷となる場合には、賃借人が独民法第556条aの社会的  

条項によって延長を請求することができる場合もあるから、この規定は、住居の全面的な近  

代化工事などの稀な場合にだけ適用されるだろうと予測される。   

この提案は、稲本教授が、対論「定期借家権は必要ですか」（朝日新聞、1997年8月  

30日、）で提案していた「定期借家権」案とその内容及び趣旨において極めて一致するこ  

との多い提案である（稲本洋之助「借家法改正論について」民事法情報137号4頁参照）。   

b．賃借人の義務違反（Tヒ．5402）   

現行の独民法第564条b第2項第1号は、「賃借人が契約上の義務をその帰貴幸由によ  

って軽微ではない違反をした場合には、」賃貸借終了に対する賃貸人の正当な利益が生じる  

ものとみなしている。この告知率由には、賃料支払いの遅延、用法違反、住居を賃貸人に無  

断で第三者に委譲することなどがあげられる。さらには、賃貸借関係に対するその他の侵害  

行為、例えば、家屋の平穏を妨害する行為、騒音、入居規則Ha11SOrdn11ng（24）の違反などが  

問題となる。このような違反行為は、賃貸人の契約上の権利を侵害するだけではなく、同じ   
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家屋に居住する他の賃借人の貸借物利用権の妨害にもなる。   

しかし、この契約義務違反に基づく解約菖知は、実務では殆ど利用されていない。それは、  

本号の「軽微ではない」違反のみを要件とすることに関連する。すなわち、解約告知保護は、  

契約に誠実な貸借人が受けるものであって、契約に違反する者は、もはや契約に誠実な者と  

はいえない。ところが、判例実務では、その認定基準はかなり高いところに置かれている。  

また、独民法第554条aが賃貸借関係の継続を期待し得ない程の契約義務違反があった場  

合に、即時解約告知を認めているので、それとの区分も明確にしなければならない。そこで  

専門委員会は、契約義務違反の場合について、次のような提案をする。   

提案：   

民法第564条b第2項第1号は、次のような新たな文言にする：   

「賃借人が、その契約上の義務を、賃貸借契約の継続が賃貸人または他の家屋居住者にと  

って特別の負担となる程度に違反した場合」   

この規定によって、賃借人が恒常的に家屋内の平穏を乱す賃借人またはその他の契約違反  

をした賃借人に対しても解約告知をなすことができるようになる。「特別の負担」という要  

件は、解釈によって軽視することができ、正当な利益が認められ易くなるという。   

C．自己必要によるに解約告知（Tz．5403）   

ドイツ民法では、賃貸人が住居としての空間を自己、その世帯に属する者または家族構成  

員のために必要とされる場合に、正当な利益としての自己必要があるものとみなされる（独  

民法第564条b第2項2号1文）。ところが、この人的範囲に関する概念規定が法律上存  

在しないので、法適用に一定の不安定さが存しているのである。   

世帯構成員は、既に長期にわたり、継続して賃貸人の世帯に受け入れられている者であっ  

て、親密な家屋共同体Hausgemeinschaftの中で賃貸人と共同生活をおくっている者である。  

世帯構成員は、同時に家族構成員であるので、この規定における「家族構成員」の規定は、  

その者が賃貸人の世帯以外で生活している場合に意味を有するようになる。したがって、家  

族構成員には、賃貸人の世帯と現在も共同していず、将来もこれに属することのない広い範  

囲の者が含まれることになる。そこで、実務においては、受益圏内にいる者begiillStiger  

Persollkfeisという概．念でその限定を行っているが、自己必要があるか否かにとって決定的な  

ものは、客観的必要の状態ではなく、賃貸人が受益圏内にある者を居住させるという主観的  

決定であるとされる。このために、受益者にとって居住が必要という場合に、それが実際に  

一時的な居住であって、短期間で再度転居するというi監用的、見せかけの自己必要が発生す  

る。それは、ドイツにおいても、賃借人のいない家屋は、容易かつ高い値段で売却すること  

ができるからである（25）。このため、賃借人組合では、自己必要による解約告知は、懇意と  

濫用のために扉を開けているものであるという観念が支配的だといわれる（26）。これに対し   

kunugi
長方形



て、賃貸人側は、自己必要解約告知は、その全車件の約4分の3以上が近親者の自己必要で  

あるのに、理由付けのためにプライバシーの公開を強いられると批判する（27）。   

このように、自己必要解約告知に関する規定は、賃貸人にも、貸借人にも満足のいく解決  

方法ではないが、双方に満足のいく立法は不可能である。ここでは、賃借人の濫用に対する  

疑念を取り去る提案だけが行われている。   

提案：   

民法第564条b第2項第2号に、第2文として次の規定を追加する：  

「家族構成員とは、賃貸人と人的関係pers6nlicheBeziehl111gを有する賃貸人の配偶者、尊  

属及び卑属である血族並びに兄弟姉妹である。」   

人的範囲をこのように限定することによって、賃貸人の利益の正当性が賃借人により理解  

できるものとなり、遠く離れた世帯構成員の自己必要を口実とする濫用の可能性が排除され  

ることになるであろうと、理由を一述べる。   

d．正当な利益の存在時期（Tz．5404）   

我が国でも正当事由がいつまで存続していなければならないかについては、争いがあるが、  

ドイツでも同様に論争がある。学説は、解約告知の意思表示が到達する時に正当な利益が存  

在していなければならないとするが、判例実務では賃貸借関係終了時まで存在することが要  

求されている。さらに、明渡請求訴訟になった場合には、口頭弁論終結暗まで存在していな  

ければならないとされる（連邦憲法裁判所の判例）。しかし、この判例理論では、長期の解  

約告知期間とそれに続く明渡訴訟の間に、賃貸人側が、明渡を待つことができなくなって、  

他に住居を求めるというように、事情が変更する場合があり得る。したがって、賃借人もこ  

れに期待を寄せて、契約終了時に明渡を拒絶し、訴訟に賭けるという濫用的行為の可能性も  

生じる。それ故に、一般的な法的解決が必要だとして、次のような提案がなされる。  

提案：  

民法第564条b第1項に新第2文に続いて第3文として次の規定を追加する：  

「正当な利益は、解約告知期間の経過暗まで存続しなければならない。」   

この規定によって、両当事者のための法的安定性が作出されるであろうとされる。   

e．賃貸住居の住居所有権付住居への転換（Tz．5406）   

現行法によると、賃貸住居が賃借人に委譲された後に、それに住居所有権が設定され、か  

つ住居所有権が譲渡された場合には（転換）、住居所有権の取得者は、譲渡後3年間は正当  

な利益による解約告知をすることができない（独民法第564条b第2項2号2文、待機期  

間Warte放isl）。また、州政府の法規命令によって指定された市町村において、住民に対す   
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る適切な条件での賃貸住居の供給が危殆に瀕している場合には、待機期間は5年に延長され  

る（同号3文）。さらに、この待機期間は、1993年の「住宅供給危殆化地域における社  

会的条項に関する法律」によって10年に延長されている。   

この規制は、1971年の第1次賃貸住居解約菖知保護法に既に含まれていたが、その趣  

旨は、不動産の取得者は、自己必要を主張する前に、一般的な住宅難を考慮して3年の待機  

期間を受忍すべきだとされたのである。しかし、1977年に老朽住宅の取得者に対する税  

制上の優遇措置が導入されてから、投機を目的として賃貸住居の住居所有権を取得する者が  

増加した。そこで、5年の待機期間が導入され、投機的取得は抑制されている。   

ところで、3年の待機期間は、元来、賃借人が住居所有権取得者の自己必要解約告知にそ  

なえて、落ち着いて新規住居を探すための猶予期間と考えられていが、今日の規制は、むし  

ろ自己使用を予定している者が賃貸住居の住居所有権取得（＝転換行為）の妨害となってい  

る。また不動産所有者は、投機的意思がなく、合理的な経済的理由がある場合でも、このよ  

うな価値実現を妨げられている。   

また、経済的作用の問題だけではなく、法的にも、「住宅供給が特に危殆化した地域」と  

いう概念も定義されていないという問題がある。投機を阻止するという目的によって、所有  

者全体が、一様に扱われるのは問題であるから、改正が必要だとされ、以下のような提案が  

なされる。   

提案：   

1．民法第564条b第2項第2号を次のように改正する：  

a）第2文に次の規定を追加する：  

「ただし、取得者が賃借人に適切な代替住居を期待できる条件で斡旋する場合には、そ  

の限りではない。」  

b）第3文及び第4文〔筆者注：待機期間を5年に延長する規定〕を削除する。   

2．1993年4月22日の「住宅供給が危殆化した地域における社会的条項に関する法  

律（BGBl．IS．487）を廃止する。   

待機期間は、賃借人が解約告知によって住居を喪失するという問題を先送りするだけであ  

り、問題の解決にはならない。むしろ、適切な代替住居の斡旋によって賃借人の利益は満た  

される。また、延長された待機期間に関する規定の廃止によって、住宅市場の障害が廃止さ  

れ、またこの規定に結びついていた法的不安定性も解消されるとされている。   

f．不動産の適切な経済的利用の妨害（Tz．5407）   

独民法第564条b第2項第3号第1文は、不動産の適切な経済的利用が賃貸借関係の継  

続によって妨害され、それによって賃貸人が重大な損失を被る場合には、正当な利益がある  

と規定する。この損失として、売却益の低下が上げられる。確かに、賃貸していない住居の   
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売却益は、賃貸されているものより30％も高いのであるが、これは解約告知の要件の問題  

ではなく、賃料増額手続きの問題である。また、実務においてこの経済的利用妨害を理由と  

する解約告知は、自己必要解約告知ほどに重要な意味を右していないといわれている（28）。  

したがって、賃料増額手続きが改正されて、賃料利回りの問題が解決されるならば、本規定  

の改正は必要がないとされている。   

g．非居住空間Nebel甘allmに対する一部解約告知rIt，ilktilldig11ng（rru410）   

本報告善が公表された当時の独民法564条b第2項第4号は、賃貸人が居住の用に供さ  

れていない付属空間または不動産の一部を賃貸目的の住居に改築または新築する意思を有し、  

解約告知がこの付属空間または不動産に限定され、かつ1995年5月末日までに告知され  

ていた場合には、正当な利益があるとみなし、賃借人は相応の賃料減額請求をすることがで  

きると定めていた。   

この規定は、住宅市場における強い需要を考慮して、現存する住宅から新たに居住空間を  

創出することを目的としたものである。立法者は、特に、屋根裏部屋と地下室の改築を考え  

ていた。賃借人もこのような立法‾目的を理解して、一部解約告知を許容することには殆ど異  

議を唱えていない（29）。しかし、賃貸人側は、社会的条項の適用は排除されていないので、  

賃借人の異議によって賃貸人の改築計画が妨害される場合があり、実用性に欠けると批判す  

る。そこで、専門委員会は、次のように提案する。   

提案：  

1．民法第564条b第2項第4号第1文の「解約が賃借人に1995年6月1日前に告  

知された」という文言を削除する〔筆者注：この文言は、既に1996年の改正によって削  

除されている〕。   

2。第5文として、次の規定を追加する：   

「第556条aは適用しない。」   

h．正当な利益がなくても解約告知ができる例外的場合（Tz．5411）   

解約告知に正当な利益を要求しない例外的場合は、民法第564条b第4項に定める間貸  

し用の増築住居EiI混egerwohnraumの場合である。それによると、賃貸人自身が居住する家屋  

における賃貸借関係は、①2戸以下の住居が存在する場合（第1号）または②3戸の住居が  

存在する場合であって、少なくとも住居の1つが建物の増・改築によって1990年6月1  

日より1999年5月31日までに完成している場合には（第2号）、賃貸人は、正当な利  

益がなくても解約告知をすることができる。ただし、第2号は、賃貸人が賃借人に解約告知  

の可鎗性を契約締結時に通知していた場合にのみ、適用される。解約告知期間は、3カ月だ  

け延長される。   

この規定の目的は、当事者の窮屈な共同生活を考慮して、賃貸人のために解約告知を容易   
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にしてやることにある。このような住宅では、大規模賃貸家屋におけるよりも容易に些細な  

ことで当事者の関係は破壊されるからである。ただし、社会的条項は適用されるので、現行  

法の規定によると、賃貸人は告知文書に理由を示さずに解約告知をすることになるから、 社  

会的条項が適用されると、賃借人の事情しか考慮されないことになる。この社会的条項に対  

する不安が多くの賃貸人にとって自ら居住する家屋に賃借人を迎えることを抑制する要因に  

なっている。そこで、専門委員会は次のように提案する。   

提案：   

民法第564条b第4項を、次のように改正する：  

1．第1文及び第2文は次のような新規定に改正する：   

「賃貸人自身が居住する3戸以下の住居の存する住宅における住居賃貸借関係を、賃貸人  

は、第1項に定める要件が備わらない場合でも、解約告知をすることができる。この場合に  

は、解約告知期間を6カ月に延長する。」   

2．第5文として、次の規定を追加する。   

「第556条aを適用しない。」   

多くの増築の準備を考慮して、3戸の住居が存する住宅についても時限的規制であること  

をやめる。社会的条項の適用を排除する代わりに、その調整として解約告知期間を延長する。   

イ．期間の定めある賃貸借関係の期間満了による終了   

a．存続保護（T2．5416）   

期間の定めのある住居賃貸借関係についても、正当な利益による存続保護がなされている。  

すなわち、賃貸人に賃貸借関係終了について正当な利益がない場合には、賃借人は、遅くと  

も期間満了の2カ月前に期間の産めなく賃貸借契約を継続するように書面で請求することが  

できる。この場合の正当な利益は、期間の定めがない場合と同一である（独民法564条c  

l項）。   

多くの賃貸人は、期間満了で賃貸借関係は終了するものと考えており、この規定に対して  

無理解であって、更新請求を拒絶する（30）。また、この規定は、多くの賃借人にも知られて  

いない（31）。したがって、賃借人も有効に更新請求をしていない。賃借人が適時に更新請求  

をすることができるか否かは、より詳細な法的助言に懸かっている。この期間は、除斥期間  

であるから、遅滞すると、賃借人は権利を失うが、賃貸人にもこの期間を指示する義務はな  

い。独民法564条a第2項は、期間の産めのない賃貸借関係の解約告知においては、社会  

的条項による異議の可能性を期間満了前の適時に指示しなければならないと規定する。さら  

に、第556条a第6項第2文は、適時に指示がなされなかったときは、賃借人は、明渡訴  

訟の口頭弁論開始時に異議を述べることができると定めている。   

期間の定めのある場合についても、これに相応する規定を置くべきとして、専門委員会は、   
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次のような提案を行う。   

提案：   

民法第564条c第1項に、第3文として次の規定を追加する。   

「賃貸人が賃借人に第1文に産める期間の経過前に継続の可能性を指示しなかった場合に  

は、賃借人は、明渡訴訟の第1期日においてなお継続請求をすることができる。」  

この規定によって、賃借人の権利不知による不利益は、賃貸人に負担を課すことなく、消滅  

するとされる。   

b．定期賃貸借   

既に述べたように（前述二。3・エ参照）、足期賃貸借は、賃貸人が近い将来自己使用ま  

たは建築措置の企図があるが、解約告知保護があるために、一旦賃貸したら、明け渡しても  

らうことが困難だということで、空き家になっている住宅ストックを流動化させようとする  

ものである。しかし、実際には独民法第564条c第2項の要件を満たした定期賃貸借は、  

殆ど行われていないという。何故ならば、この規定が知られていないからである（33）。   

賃借人の側からすれば、賃貸借の開始時に賃貸人に将来の自己必要が生じることが告げら  

れているほうが、期間の定めのない場合よりも問題は少ない。他方、賃貸人には期間通りの  

明渡に対する障害・妨害がないことに対する信頼が欠けており、自己必要の予定や建築措置  

の企図があっても、空き家のままにしておくことが好まれている。結局、定期賃貸借による  

住居の流動化して住宅難を緩和しようという期待は果たされていないことになる。しかし、  

立法の目的は、核心において正しいので、修正を加えるべきであるとされる（Tz．5417）。   

従来、定期賃貸借が実効性を欠いていた原因には、住居を契約期間満了時に返還してもら  

うことについて、たとえ賃貸人が企図していた住居の利用をその時までに実現できない場合  

であっても、賃貸人が信頼していなかったことにある。特に、賃貸人の企図が遅延した場合  

に、賃借人はその遅延に相応する期間の延長を請求することができるが、期間が5年であっ  

たときは、遅延によって定期賃貸借は通常の期間の定めのない賃貸借になり、賃貸人は正当  

な利益がなければ、解約告知をすることができない。   

そこで、専門委員会は、5年を経過して、期間の定めのない賃貸借になったときも、その  

後10年目までは正当な利益なしに解約告知をすることができ、社会的条項の適用もないも  

のとすることによってこの問題を解決しようとする（Tz．5420）。  

提案：   

民法第564条cに、新たに第3項として次の規定を追加する：   

「賃貸人によって企図された利用が契約期間の終了時になお実現されず、かつ賃貸借関係  

が第1項によって期間の産めなく継続される場合には、賃貸人は、賃借人に解約告知の2年  

前に第2項に掲げる事由を通知することによって、契約締結後10年が経過するまでは解約   
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告知をすることができる。」   

これによって、賃貸人は当初予定していた企図を別のものに変更することも可能となる（例  

えば、自己必要がなくなったときに、大修繕の企図へ変更する）。このようにして、現行法  

に存在していた賃貸人にとっての不安定性を除去し、広範な住宅ストックの流動化という目  

標に近づくことができる（Tz．5420）。   

ウ．社会条項に基づく賃貸借関係の継続   

現行の規定では、賃借人は、賃貸借関係の終了が賃借人またはその家族にとって賃貸人の  

正当な利益を考慮しても正当化できない苛酷となる場合には、解約告知に異議を述べ、 賃貸  

人に対して賃貸借関係の延長を請求することができる。適切な代替住居が期待できる条件で  

調達できない場合にも、苛酷が存在するものとみなされる。賃貸人の正当な利益は、解約告  

知後に生じた事由でない限り、告知文書に記載された事由のみが考慮される（独民法第55  

6条a第1項）。また、賃借人は、全ての事情を考慮して、適切な期間で延長するように請  

求することもできる（同条2項）。   

社会的条項は、賃貸人の一方的解約告知に対する調整策としては棄てがたいものであると  

いわれる（33）。しかし、代替住宅がないことは、苛酷もの最も重大なものであるが、社会的  

弱者である低所得者層が自由住宅市場で支払い可能な賃料の代替住居を見付けることは殆ど  

不可能である。賃借人相談所では、何時の場合でも解約告知に対して異議を述べるように勧  

める。何故ならば、解約告知期間終了時に適切な代替住居を手に入れることができるかどう  

か分からないからである。   

賃貸人側は、賃借人の代替住居を見付けようとする努力は効果がないことを教えるために、  

新聞広告の収集と地方公共団体の住宅局への届出に制限すべきだと批判する（34）。裁判実務  

でも、現在の大都市の状況では代替住居を見付ける可能性がないので、期間の定めなく賃貸  

借関係を継続する判決を下す傾向にある（Tz．5425）。   

また、民法典では、第556条aの社会的条項と第564条bの解約告知権制限の規定の  

体系的調整がとられていない。すなわち、賃貸人の利益は両方の規定で考慮されるが、賃借  

人の利益は社会的条項で考慮されるだけだからである（Tz．5426）。   

このように社会的条項の欠点を指摘しているが、これらについては改正の提案はない。   

a．「家族」という文言の修正（Tz．5427）   

社会的条項では、賃借人またはその家族にとって苛酷となるか否かが基準とされるが、実  

際に苛酷となるのは、賃借人と同居する者が住居を失う場合であるから、世帯に属している  

かどうかを基準とすべきである。解約告知の場合にも、賃貸人の世帯に属する者の正当な利  

益が要件である。  

提案：   
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民法第556条a第1項第1文の「その家族」という文言に代えて「その世帯に属する者」  

とする。   

これによって貸借人側において保護を必要とするものは全て把握される。   

このように、「試験台上の住宅政策」では、かなり具体的な改正の提案が行われたのであ  

った。これを受けて、さらに、連邦・州作業グループがより貝体的な、かつ体系的な改正案  

を提示することになった。次にそれを紹介しよう。   

四 1996年の報告書「賃貸借法簡素化」における存続保護草案   

1．賃貸借法体系の簡素化   

ア．序 ドイツ民法典の規定は、抽象的であり、それが法発展への道を開いており、ドイ  

ツ民法典の大きな長所とみなすことができるとする見解もある（35）。しかし、1996年の  

報菖責によると、最近40年間における住居賃貸借法の数度にわたる改正によって抽象的賃  

貸借法体系に住居賃貸借に関する多数の特別規定が取り込まれ、その制度は変容してしまっ  

た。このために、本来抽象的であった賃貸借法体系が、継続的な改正による具体的規定の組  

み込みによって無秩序な、かつ見通しがたいものになってしまった。例えば、賃借人の告知  

に対する異議権を定める社会的条項（独民法556条a）が、解約告知に関する規定（独民  

法564条a以下）よりも前に置かれているのは論理的であるとはいえない  

（Mietrechtsvereinfachung，S3f．以下、本報告書の頁数だけで弓憫する）。さらに、賃料法が  

民法典の外に置かれているが、このような法の分裂も問題であり、統一が求められるとする  

（S．5．）。   

そこで、本報告責では、連邦・州作業グループの課題は、現行の賃貸借法の技術的統一と  

賃貸人、賃借人及び裁判所にとって理解しやすく、使いやすい賃貸借法に改正することであ  

るとされる。さらに、社会的賃貸借法それ自体を問題にしたり、賃貸人と貸借人との間の利  

害関係の基本的な衡量についての改正は行わないとした（S．6．）。特に、賃料法を民法典の  

中に組み入れることが大きな課題とされた（S．7．）〔賃料法の民法典への組み入れについて  

は、本誌に掲載予定の続稿において詳しく紹介したい〕。   

イ．賃貸借法の新編成と規定の簡素化 そこで、連邦・州作業グループは、見通し易く、  

理解し易い賃貸借法編成として次のような体系を提案する。  

第3節 使用賃貸借契約、用益賃貸侶契約  

第1款 総則  

第2款 住居に関する使用賃貸借関係   

第1日 総則   

第2日 賃料   

kunugi
長方形



第3日 賃貸人の質権   

第4目 契約当事者の交替   

第5目 使用賃貸借関係の終了   

第6日 賃貸住居に対する住居所有権設定における特別  

第3款 その他の物件に関する使用賃貸借関係   

第2款では、規定を発見し易くするために、中間タイトルが付けられている。   

ちなみに、現行民法典では、使用賃貸借の節には、「使用賃貸借Miete」以外何らの中間  

タイトルも存在しない。   

また、長すぎる条文を細分化し、詳細すぎる規定の簡素化を図り、さらに法律用語を一般  

に理解し易いものにする。例えば、現行法では、賃料にMietzi11Sと単語を当てているが、一  

般のドイツ人には馴染みのない言葉である。筆者の体験でも、筆者の賃借したアパートの賃  

貸借契約書を見て、フンボル十大学の日本学の学生は、「私は、Mietzinsという言葉を初め  

て見ました。これはどういう意味ですか。」と質問されたので、筆者がドイツ人にドイツ賃  

貸借法の講義をするという経験をした。そこで、賃料については、Mietzinsという用語をや  

めてMieteという用語に統一することが提案されている（S．15．）。   

2．存続保護に関する只体的草案   

ここでは、賃貸借の存続保護（解約告知保護）に関して、連邦・州作業グループが貝体的  

に提案してきた法文の案及びその解説を紹介する。下線部が、改正された法文である。   

ア．期間の定めのない賃貸借関係   

a．正当な利益のある賃貸人の告知（現行民法第564条b第1～3項）   

草案第575条   

（1）賃貸人は、賃貸借関係の終了について正当な利益を有する場合に限り、解約告知を  

することができる。賃料の増額を目的とするときは、賃貸借関係の解約告知は、許されない。   

（2）賃貸借関係の終了に対する賃貸人の正当な利益は、特に次に掲げる場合に存在する  

ものとする。  

1．賃借人が責めに帰すべき事由によって契約上の義務に軽微ではない違反をした場合、   

2．賃貸人がその空間を自己、その家計Haushaltに属する者または家族構成員のために住  

居として必要としている場合、   

3．賃貸人が賃貸借関係の継続によって不動産の適切な経済的利用を妨げられ、かつそれ  

によって著しい損失を被るであろう場合。住居以外のものとして賃貸することによってより  

高い賃料を獲得できる可能性は、考慮に入れないものとする。賃貸人は、住居所有権設定の  

企図がある賃貸空間または賃借人に委譲後に住居所有権を設定した賃貸空間を譲渡する意思  

を有することを主張することができない。   
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（3）賃貸人の正当な利益に関する事由は、解約告知文責に記載されるものとする。その  

他の事由は、それが解約告知後に生じた場合に限り、考慮されるものとする。   

この案は、現行第564条b第1～3項に相応するものである。それに、賃料額規制法第  

1条第1文の変更解約告知禁止の規定を組み入れた（草案第1項2文）。   

専門要員会では、他の家屋居住者に負担をかける行為も考慮に入れるという提案をしたが、  

作業グループは、契約義務違反を賃借人と賃貸人との関係から、他の家屋居住者の関係にま  

で広げるのは、体系に反するとして、草案には取り入れなかった（S．315．）。   

また、専門委員会が、自己必要の人的範囲を配偶者、人的関係のある直系血族の尊属・卑  

属及び兄弟姉妹に限定すると提案しているが、これにも作業グループは賛成しない。作業グ  

ループは、この提案は狭すぎると考える。例えば、専門委員会の提案では義理の父母が除外  

される。家庭内における世話の必要を考慮すると、自己必要の主張することができる人的範  

囲を制限することには反対であるとされる（S．315f．）。   

不動産の適切な経済的利用の妨害による解約告知については、広範に利用され、利害の偏  

らない規制をすることができないと判明したので、現行の規定が維持された（S．316．）。   

正当な利益は解約告知期間経過暗まで存続しなければならないという専門委員会の提案に、  

作業グループは、賛成しない。確かに、専門委員会が言うように、口頭弁論終結暗まで正当  

な利益が存続しなければならないというのは、法的不安定性という要素はある。しかし、家  

族構成員のために自己必要が主張された場合において、この者が解約告知期間経過後に他に  

住居を求めることができたときでも、賃貸人は、成功裏に明渡訴訟を遂行できるというのは、  

妥当な結果ではないからである（S．316f．）。   

さらに、専門委員会では、社会的住居の入居資格制限収入額の2倍を超える者及び贅沢住  

居L11ⅩuSWOhIll111gの賃借人を貸借人保護から除外すべきかということも議論されていた  

（セ．5205）。しかし、作業グループはこの提案にも賛成しない。すなわち、収入制限は金  

融政策の妥協の結果としてしばしば変更されるものであり、賃借人にも、賃貸人にも、解約  

告知がどのような条件において可能であるかについて、安定性がなければならないからであ  

る。また、贅沢住居の例外規定は、より大きな問題があるとされる。既に長い間その住居に  

居住しており、その地域に根を下ろしている場合に、何故そのような賃借人が保護に値しな  

いのかということには、説得力がないとされる（S．317．）。このように、筆者も既に指摘し  

ているように、ドイツでは、賃借人の私的な周辺地域との関わり合いを重視し、それは公益  

的なものとして保護されるべきだと考えられているのである（36）。   

b．賃貸人による解約告知の容易化（現行民法第564条b第4項）  

草案第575条a  

（1）2戸以下の住居Wohnungを備える建麹に賃貸人自身が居住する場合に、その1戸の   
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住居の賃貸借関係について、第575条に定める正当な利益がないときでも、賃貸人は、解  

約告知をすることができる。解約告知期間は、6カ月に延長するものとする。第576条〔社  

会的条項〕から第576条cまでは適用しない。  

（2）賃貸人自身が居住する住居内に存する居住空間Wohlraumに関して、それが第55  

5条第2項第2号によって賃借人保護から排除されていない場合には、第1項を準用する。   

（3）解約告知文書には、解約告知が第1項または第2項に困ることを記載しなければな  

らない。   

草案の規定は、現行第564条b第4項の規定を簡素化し、文言的にも理解し易くしたも  

のである。作業グループは2家族用家屋にだけこの特別を適用することを提案する。解約告  

知期間は6カ月に延長し、社会的条項の適用はしないというのが多数意見であった。この規  

足は、増築住居の賃貸を増加させる刺激となるであろうとされる。専門委員会が提案してい  

た、3家族用家屋にもこの規定を拡張しようという構想には、賛成しなかった。というのは、  

3家族用家屋では、狭い人的共同生活や中立的証人がいないという争訟の場における困難が  

2家族用家屋ほどには存在しないからである（S．319）。   

c．非居住空間に対する一部解約告知（現行民法第564条b第2項第4号）   

草案第575条b  

（1）賃貸人は、脚こついて、賃貸人  

がこの空間または敷地に限定して解約告知をなし、かつ次に定める利用を行う意思を有する  

場合には、第575条に定める正当な利益がないときであっても、解約告知をすることがで  

亘る 

l．賃貸を目的とする居住空間に改築するため   

2．新築された居住空間及び既存の居住空間に付属空間及び敷地の一部を提供するため   

（2）解約告知は、翌々月の末日について遅くとも磨月の第3仕事日に行うことができる。   

（3）建設作業の開始が遅延した場合には、賃借人は、相応する期間だけ賃貸借関係を延  

長するように請求することができる。   

（4）貸借人は、賃料の適切な減額を請求することができる。   

草案では、一部解約告知権を正当な利益を要件としない独立の解約告知権とした。また、  

賃借人の減額請求権について独立の項を設けてわかりやすいようにした。   

専門委員会は、社会的条項を適用しないと提案したが、作業グループは賛成しない。一部  

解約告知が、賃借人にとって苛酷となる場合もあるからであるとして、例えば、付属空間が  

車椅子置き場であったような場合が指摘されている（S．323．）。   

d．社会的条項（現行民法556条a）   
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草案第576条  

（1）貸借人またはその家言十に属する者にとって、賃貸借関係の契約に基づく終了が賃貸  

人の正当な利益を評価しても正当化されない苛酷となる場合には、賃借人は、解約告知に異  
議を述べ、 賃貸借関係の継続を賃貸人に対して請求することができる。賃借人が解約告知を  

なした場合、または賃貸人が解約告知期間を遵守することなく解約告知をなす権限を有する  

事由が存する場合には、本項を適用しない。   

（2）苛酷は、適切な代替住居を期待できる条件で調達することができない場合にも、存  

在するものとする。   

（3）賃貸人の正当な利益を評価する場合には、第575条第3項に定める解約告知文書  

に記載されている事由のみが考慮される。ただし、その事由が、解約告知後に発生した場合  

は、その限りではない。   

草案では、社会的条項による保護領域に、家族だけではなく、実際に賃借人と同じ住居に  

居住している者、すなわち家計構成員も入れた（S．332．）。その他の点では、現行法をほぼ  

そのまま引き継いでいる。   

イ。定期賃貸借（現行民法第564条c第2項）   

草案第577条   

（1）賃貸借関係は、次に掲げる要件を満たす場合には、定められた期間にその効力を懸  

からせることができる。  

1．期間が最長でも5年を超えないこと   

2．賃貸人が、期間の定めのない賃貸借関係の場合において第575条簡1項及び第2項  

による解約告知権限を取得する正当な利益を、賃貸借期間満了時に取得すること   

3．賃貸人が期間を限達する事由を書面で賃貸借契約締結時に賃借人に通知していること。   

（2）期間限定車由の発生が遅延した場合には、賃借人は、それに相応する期間だけ賃貸  

借関係を延長するように請求することができる。その事由が消滅した場合には、賃借人は、  

契約期間の定めなく賃貸借関係を延長するように請求することができる。   

（3）賃借人は、酬鄭幕1文によって延長された期間満了の1年前  

に法定の解約告知期間を遵守して賃貸借関係を解約告知することができる。   

草案でまず注目されるのは、規定を簡素化した結果、住居賃貸借関係の期間を限定するこ  

とができる場合を、賃貸人に正当な利益（現行独民法564条b、草案第575条）が存す  

る場合だけにしたことである。したがって、正当な利益が存しない場合には、賃貸借契約は  

正当な利益と社会的条項による存続保護のある期間の定めのない賃貸借とみなされるのであ   
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る。最長期については、現行法と同様に5年とされた。期間を任意に選択できるようにすべ  

きだという意見は、少数であった。作業グループは、正当な利益がある場合に、定期賃貸借  

契約を締結できるとしたことによって、足期賃貸借が相当に増えるだろうと予想している。  

専門委員会の提案では、期間限定事由を変更することも認めようとしていたが、作業グルー  

プでは現行法の理念を引き継いで、変更を認めないこととした。ただし、期間限定事由の存  

続を期間満了の3カ月前に更に通知するという終了通知の要件は、外された。期間限定事由  

の発生遅延もしくは消滅の場合の延長請求権は、現行法と同様であるが、定期賃貸借という  

装置に柔軟性を与えるものである。また、賃借人に期間満了前に住居を探すのをより柔軟に  

行うことができるようにするために、第3填で、期間満了前の解約告知権を貸借人に与えた  

（S．341f．）。   

五 むすび   

以上で、近時のドイツにおける賃貸借法の動向についての紹介を終えるが、最後に、次の  

ことを確認しておきたい。   

ドイツでは、最初に述べたように、国民の半分以上が賃貸住宅に居住しており、住居賃貸  

借の国民生活に占める重要性は我が国に比べて格段に大きい。しかも、現在もなお住宅が不  

足している。そこで、非居住用の付属空間に対する一部解約菖知、2家族用家屋賃貸借の解  

約告知の容易化、あるいは定期賃貸借等によって賃借権の存続保護緩和をしながら、賃貸住  

居の供給を促進しようとしていることが確認できる。しかし、ここでドイツでも、我が国の  

近時経済学者の一部が主張するような全く存続保護のない「定期借家権」への道を進んでい  

ると理解すべきではない。   

むしろ、正当な利益による住居賃借権の存続保護を中核としつつ、その制度の柔軟で合理  

的な運用を定期賃貸借制度で実現しようとしていると理解すべきである。建期賃貸借契約が、  

正当な利益のある場合にだけ、締結することができるようになったのは、その証左である。  

また、2家族用家屋における賃貸借の場合は、狭い共同生活故に紛争になった場合には、深  

刻化することを考慮した規制であり、存続保護緩和の特殊な場合である。また、非居住空間  

に対する一部告知は、居住者に影響のない空間だけを対象とするものであって、存続保護を  

緩和しても混乱の生じないものである。この点では、存続保護の緩和による混乱を極力少な  

いものにしようとする慎重な配慮がうかがわれる。   

賃貸住居が大きな意味を持ち、現在まさに賃貸住居の促進を必要としているドイツにおい  

て、あらゆる事情を考慮して、論議を進め、このように慎重な道をとられていることは、そ  

れほど住宅事情が逼迫していない我が国での「定期借家権論」の性急さに反省を迫るもので  

はないだろうか。  
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